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貨物運送事業者 各位 
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商法改正に伴う「標準貨物自動車運送約款等」の一部改正について 

(※重要) 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 平素は当協会の業務運営に格別なるご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、商法及び国際海上物品運送の一部を改正する法律の施行に伴い、標準貨物自動車運送約

款につきましても新商法の内容を反映した約款に移行する手続き等が各対象ごとに必要となりま

す。（改正部分は別紙「標準貨物自動車運送約款等の改正概要」のとおり） 

つきましては、下記のとおり変更届出又は、認可申請等を沖縄総合事務局陸運事務所へご提出

をしていただきますようお願い申し上げます。 

 なお、今回の改正は新商法にあわせた文言の修正や項目の追加がされております。また、新標

準運送約款への移行に係る手続き（書式）等は、沖縄県トラック協会ＨＰや全日本トラック協会

ＨＰ、国交省ＨＰからダウンロードできます。 

敬具 

 

 

記 

 

 

【１．平成２９年１１月の改正後の標準貨物自動車運送約款等を使用する手続き（運賃及び

待機料金等の届出）をしている事業者が新商法を反映させた標準貨物自動車運送約款

等（以下「新標準約款」を使用する場合】 

 

・主たる事務所、その他営業所に新標準約款を掲示する 

 

 

【２．平成２９年１１月の改正前の旧標準貨物自動車運送約款等（以下「旧標準約款」）を使

用する手続き（認可申請）をしている事業者が新標準約款を使用する場合】 

 

・運賃及び料金の変更届出を行う 

・主たる事務所、その他営業所に新標準約款を掲示する 

 

裏に続く 



【３．旧標準約款を使用する手続き（認可申請）をしている事業者が商法の改正のみを反映

させた約款を使用する場合】 

 

   ・沖縄総合事務局陸運事務所に商法の改正を反映させた約款を作成し、認可申請を行う 

   ・主たる事務所、その他営業所に認可を受けた約款を掲示する 

   ※ただし、平成３０年１２月に成立した「貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」

の施行後は、運賃と料金を区分して収受する旨を含まない約款は原則として認可しない

こととしております。旧運送約款を引き続き使用したい事業者は、上記の手続きに加え、

運賃と料金を区分して設定し、運賃及び料金の変更届出を行っていただく必要がござい

ます。 

 

【４．平成２９年１１月の改正に伴う手続きを行っていない事業者が新標準約款を使用する

場合】 

 

・運賃及び料金の変更届出を行う 

   ・主たる事務所、その他営業所に認可を受けた新標準約款を掲示する 

 

【５．平成２９年１１月の改正の趣旨を含む独自約款を使用している事業者が新標準約款を使

用する場合】 

 

・主たる事務所、その他営業所に新標準約款を掲示する 

 

【６．平成２９年１１月の改正の趣旨を含む独自約款を認可を受けて使用している事業者が

改正後の商法を反映させた独自約款を使用する場合】 

 

   ・沖縄総合事務局陸運事務所に認可申請を行う 

   ・主たる事務所、その他営業所に認可を受けた約款を掲示する 

 

 

※約款の認可申請書及び料金の届出書の提出先は沖縄総合事務局 陸運事務所へ提出。 

※「旧運送約款を使用する認可申請を行っている事業者」及び「未手続の事業者」につきまして

は、この文書とは別に沖縄総合事務局からの「通知文書」を発出致します。 

以上 

 

【お問い合わせ先】 

内閣府沖縄総合事務局運輸部：０９８－８６６－００３１ 

（諸手続き関係）陸上交通課（内線８５３６４） 

（行政処分関係）監査指導課（内線８５４０２） 

 

（公社）沖縄県トラック協会：０９８－８６３－０２８０ 

適正化事業課              






